
 皆さま、こんにちは。
足立でございます。

 本日はご多用のところ、当社の決算および中期経営計画説明会に
ご参加いただき誠にありがとうございます。

 私からは2022年から2025年の中期経営計画の進捗状況について
ご説明いたします。
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 内容はご覧の３点です。
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 まずは、昨年1月26日に発表しました、2022年から2025年の
中期経営計画の進捗状況について、ご報告いたします。
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 まず、財務計画の進捗ですが、全ての指標において、前年実績および2022
年1月公表値を上回る結果となりました。

 営業利益に関しては、2025年目標値である500億円に迫る実績となり、
ROEは2025年目標値である8%を越える結果となりました。
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 つづいて、セグメント別の実績です。

 各セグメントの詳細については、先ほど決算説明の中で蛭川からお伝えをした
通りですが、全てのセグメントにて売上・営業利益とも対前年を上回りました。

 また、一月公表値の営業利益に対しても、
全てのセグメントにて計画を越える実績となりました。
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 財務実績については、非常に良い結果を残すことが出来ました。

 ここからは、2022年に取り組んだ主な内容についてご説明いたします。

 こちらは、中期経営計画の基本方針ですが、
2022年は中計の初年度として、この方針に沿って活動してきました。

 それでは、各領域ごとの主な取り組み内容についてご説明いたします。
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 まずは、ITソリューション事業ですが、こちらは、ITソリューション事業における
領域別の売上推移です。

 SIサービス、保守・運用サービス/アウトソーシング、ITプロダクト・システム販売
の3領域全てにおいて、前年を越える実績となりました。

 特に注力している「保守・運用サービス/アウトソーシング」の領域では、
2021年にBPOの複数の大型案件があった影響により、対前年を下回る
計画でしたが、先ほど決算説明でもご説明しましたように、
公共を中心とした新たなBPO案件の獲得により、対前年も上回る結果と
なりました。
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 続いて、成長の中核として取り組んでいる
「顧客層別ITソリューションビジネス」のKPI進捗についてです。

 こちらにおいても、全てのKPIにおいて対前年を上回る結果となりました。

 主な取り組みはこの後にお伝えしますが、これらのKPIにおける取り組みが、
ITソリューション事業全体の好調を牽引してきました。
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 こちらが、KPIごとの主な取り組みです。

 これら以外の取り組みも多くありますが、ここでは2022年に
ニュースリリースした取り組みを中心に記載しています。

 特に、Edgeソリューション領域においては、サービス型事業モデルの拡大に
繋がる新たなサービスやソリューションの創出を着実に実行し、
実績化に貢献してきました。



10

 こちらは、各領域に対する事業投資の取り組みです。
KPI達成に向け、積極的な投資を実施してきました。

 戦略的業務提携に向けた出資に加え、ヘルスケアIT事業においては事業
移管、BPOについてはM&Aを実施し、利益を伴ったITソリューション事業の
実行を加速させています。
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 ITソリューション事業については、これらの取り組みを推進することにより、
サービス型事業モデルを拡大し、着実に成長しています。

 Windowsのサポート終了に伴うPC特需の反動減があり、2020年は前年を
下回ったこともありましたが、サービス型事業モデルにつながる高付加価値な
サービスやソリューションを中心に拡大し、利益を伴ったITソリューション事業の
拡大を実現しています。
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 続いて、キヤノン製品事業の取り組みについてご説明いたします。

 基本戦略に沿って、各製品ごとの販売チャネルに適した戦略を
展開してきました。

 プリンティングの領域においては、新製品のリリースだけでなく、
クラウド印刷サービスをリリースし、コロナ禍におけるテレワークの
浸透といった市場動向、およびお客様のニーズに応えるサービスを

提供してきました。

 また、魅力的な製品投入により、台当たりの単価も伸ばすことができました。

 これらの活動により、収益性を高めるとともに、高いシェアを堅持しています。



13

 続いて、専門領域のひとつである産業機器事業の取り組みについて
ご説明いたします。

 2022年、産業機器事業は大きく実績を伸ばしました。

 旺盛な半導体需要を受け、これまで進めてきた案件をまとまって受注した
という一過性の要素もありますが、
過去から注力してきたマルチベンダー保守対応によるサービス部分の売上も
実力値として積み重なり、大きく成長することができました。
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 続いて、事業構造についてです。

 こちらは販管費の推移になりますが、
筋肉質な事業構造を目指し、販管費の適正なコントロールに
過去から取り組んできました。

 着実に販管費率は減少しており、営業利益を創出するベースと
なっています。
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 振り返りの最後に、社外から頂きました評価について、お話しいたします。

 ちょうど一年前に、「キヤノンMJグループ環境ビジョン2050」および
中間目標となる「2030中期環境目標」を発表しました。

 その目標達成に向け日々の事業活動で取り組んできた結果
を評価いただき、ESG全般に関する評価として、各種Indexに選定
頂きました。

 また、2025年ビジョンでも掲げております「人への取り組み」も評価いただき、
各種認定および健康経営にも連続で認定頂きました。

 そして、日経コンピューターの顧客満足度調査におけるセキュリティ対策製品
部門で10年連続No.1の獲得や、サイバーインデックスにおける優良認定など、
セキュリティにおける取り組みも評価を頂きました。
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 ここまで、中期経営計画の進捗状況として、2022年の取り組みについて
ご説明いたしました。
2022年は中計初年度として重要な年であると年初からお伝えをして
いましたが、非常に良いスタートが切れたと考えています。

 その流れを維持、そして更に加速していけるよう、ここからは2023年以降の
主な取り組みについてご説明いたします。
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 まずは、当社グループを取り巻く環境認識についてです。

 キヤノン製品に関する市場については、デジタルカメラの普及率の低下や、
テレワークの浸透によるペーパーレスの進行に伴い、
引き続き市場としては縮退していくことを想定しています。

 対して、ITソリューション市場に関する需要は引き続き旺盛であり、
中でもIT投資で解決したい課題では、デジタル化による業務の効率化や
セキュリティ強化など、当社グループが注力している領域に対するニーズが
更に高まっています。
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 これらの環境認識を踏まえ、22-25中計の基本方針で掲げている、
「利益を伴ったITソリューション事業の拡大」、
「既存事業の更なる収益性強化」、
「専門領域の強化・新たな事業の創出」
を進めていくという考え方に変更はありません。

 その取り組みを加速していく、という意味で、グループ経営の取り組みに、
「人的資本の価値最大化」を追加いたしました。

 これらの基本方針を実行推進していくことで、25年ビジョンおよび
経営目標の達成に向け、取り組んでいきます。
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 こちらは、2025年の財務計画ですが、
全社連結の財務目標については、2022年実績を踏まえ、
2025年の営業利益目標値を80億円上方修正し、580億円としました。

 ROEにつきましては、当初掲げていた2025年ROE 8%という目標は
前倒しにて達成できました。
2025年までの取り組みの中で、ROE 9％以上を確実に達成できる体制を
確立し、近い将来にROE 10％を実現できるよう進めていきます。
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 続いて、セグメント別の計画です。

 全てのセグメントにおいて前回公表しました2025年目標値より
営業利益を上方修正しました。

 基本戦略にのっとり、利益を伴った事業拡大を実現し、
目標の達成に取り組んでいきます。
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 ここからは、これまでご説明してきた2025年の目標を実現するための
具体的な施策についてご説明いたします。

 まずはITソリューション事業についてです。

 ポイントは以下の三点となります。
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 最初に、顧客層別ITソリューションビジネス2025年KPI目標についてです。

 各領域において昨年策定時点からKPIの目標値に変更はありません。

 今後も、各顧客層におけるこれらのKPIをモニタリングし、
「サービス型事業モデル」の強化・拡充を進めていきます。
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 続いて、ITソリューション領域別 2025年売上目標についてです。

 こちらも、昨年策定時点から2025年の目標値に変更はありません。

 先ほどの顧客層別ITソリューション戦略の実行推進により
サービス型事業モデルを強化・拡充することで、
収益性および継続性の高い
「保守・運用サービス/アウトソーシング」領域を中心に
拡大していく計画です。
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 ここからは、先ほどご説明したITソリューション事業の目標実現に向けた
具体的な施策をご説明いたします。

 まずは映像ソリューションについてです。

 左側の“見る”・“録る”領域において、
これまでの取り組みで整えてきた様々なソリューションに加え、
2022年にキヤノングループ製のVSaaS（ブイ・サース）「Arcules」の
国内独占販売権を取得しました。
これにより、映像録画をクラウドで、
多くの台数・多くの拠点で活用したい、というニーズに応えるサービスとして、
ソリューションを整えました。

 今後は、右側にある映像DX領域に注力し、“見る”・“録る”領域で
取りためた映像を活用したいというニーズに応えるソリューションを
拡充していきます。
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 次に、デジタルドキュメントサービスについてです。

 2022年に、デジタルドキュメントのクラウドサービスとして“DigitalWork
Accelerator”シリーズを打ち出し、第一弾として、バックオフィス業務の
プロセス変革を支援し、電子データの一元管理とデータの利活用を促進する
“電子取引管理サービス” の提供を開始しました。

 今後も、第2・第3のサービス創出に向けた開発を進めると共に、
第１弾の電子取引管理サービスにおいても、業務アプリケーションとの連携や
業種別サービスなどを拡充し、お客さまのビジネスを加速に寄与していきます。

 この領域は我々の得意とする領域であり、ITソリューション事業の拡大
だけでなく、キヤノン製品の拡大にも寄与してくる領域ですので、
特に注力していきたいと考えています。
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 続いて、中小企業向けIT保守・運用サービスについてです。

 ITに関する専任担当者が不足している中小企業に対して、DX化を支援する
“HOME”や、IT機器の保守から運用までを一括サポートする“まかせてIT”を
中心に、中小企業の法対応や、業務のデジタル化・生産性向上に寄与して
いきます。

 HOMEに関しては、戦略的な業務提携や出資を行い、
サービスメニューを拡充していきます。

 キヤノンシステムアンドサポートを中心としたIT保守・運用サービスである“まか
せてITシリーズ”については、これまで展開していた安心パックに加えて、保守・
運用領域に特化したサービスをリリースしました。
まずは、これらのサービスの拡販に努めるとともに、更なるメニューの拡充を行
い、中小企業のお客様の進化をITで支援していきます。
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 続いて、セキュリティ事業についてです。

 フィジカルセキュリティについては、先ほど映像ソリューションのところでも
お話した、映像DX領域への拡大を進めていきます。

 ここでは、主にサイバーセキュリティについてご説明します。

 サイバーセキュリティに関しては、これまでのESETやFORTIGATEなどの
アプライアンス製品の拡販だけでなく、ネットワークオペレーションサービスや
セキュリティサービスといったコンサルティング領域も拡大していきます。

 また、保守やサービスのメニューも拡充し、運用支援の領域も広くカバー
することでお客さまの様々なセキュリティ対策ニーズにお応えし、
セキュリティ市場におけるプレゼンスを高めていきたいと考えています。
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 続いてITO・BPOについてご説明いたします。

 データセンターを中心としたITOの領域については、
データセンターの運用品質をより高めていくと共に、
SOLTAGEクラウドサービスを中心としたサービスを拡充していきます。

 BPO事業については、行政関連BPOの拡大に加え、デジタル文書管理BPO
の領域も獲得していき、これらの取り組みをパッケージ化することにより、
大手・中堅だけではなく、中小企業向けのBPOサービスも拡充していくことを
視野に入れています。

 また、新たに当社グループに仲間入りしたQB5との事業シナジーを
発揮し、人事系BPOの拡大、および、QB5の人材やノウハウの活用による
案件の効率運営、品質向上を実現し、加速度的に実績を拡大していきま
す。
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 ITソリューション事業の最後にヘルスケアIT事業についての取り組みを
ご説明いたします。

 先程もご説明しましたが、今年、キヤノンメディカルシステムズから
「病院情報システム・検診システム」の、SIや営業の機能を移管しました。

 この事業移管によるシナジーを発揮し、中小病院におけるプライム案件の
拡大や、診療所向け電子カルテのラインアップ強化により、
ヘルスケアIT事業の利益を伴った成長を実現していきます。
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 ここからは、キヤノン製品事業を中心とした
既存事業の更なる収益性強化に向けた取り組みをご説明いたします。
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 主に、オフィスMFP、レーザープリンター、インクジェットプリンターを中心とする
プリンティングの領域においては、顧客層別に戦略を展開していきます。

 オフィスMFPについては、先ほどデジタルドキュメントサービスの領域でもご説明
したDigitalWork Acceleratorを中心としたソリューションの展開に加え、
顧客層ごとに異なるお客様のニーズを的確に捉え、収益性の高いビジネスを
展開すると同時に、エリアマーケティングを推進することにより、更なる生産性
向上に取り組みます。

 レーザープリンター、インクジェットプリンターについては、従来通り
重点業種攻略の推進に加え、コロナ禍における新たなプリントニーズに
対して、レーザープリンター、インクジェットプリンター双方の特長を最大限に
生かし、ニーズに合致した製品やソリューションを展開していくことで、
新たなプリントニーズ獲得を推進していきます。
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 続いてカメラ事業についてご説明いたします。

 レンズ交換式デジタルカメラを中心とした既存のカメラ事業に関しては、主にハイア
マチュアを中心としたミドル層のお客様とのリレーションを強化し、サービスメ
ニューの拡充を行うことで更なる高収益化を目指します。

 また、既存のカメラ事業に加え、MRや映像システム、業務用ビデオカメラや次
世代民生用映像システムなども含め、キヤノンのイメージング技術を結集し、
グループ総合力を発揮することで、新たなビジネスの創出にも挑戦していきます。
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 続いては、専門領域と新たな事業についてです。
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 まずは専門領域として産業機器についてご説明いたします。

 産業機器事業については、引き続き、
「マルチベンダー保守を持つプラットフォーマー」の確立に注力していきます。

 次の柱となるビジネスの創出に向けた新規商材検討を継続する事はもちろん、
我々が注力する設置・保守領域で強みを発揮し、収益性を高めていく為に
は、人材の高度化が欠かせません。

 新たな商材を発掘できる人材の獲得と合わせて、フィールドサポートエンジニア
の人材高度化に向けた教育や積極的な投資を行い、
継続的な利益が得られる事業体制を構築していきます。
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 続いて新たな事業の創出に向けた取り組みについてご説明いたします。

 これまで行ってきた社内起業プログラムを起点とし、プロジェクト化、
および法人化によるスピンアウト等を行い、事業創出を目指します。

 また、新たな事業を創出する人材育成に関しては、イノベーションアカデミーの
活動の中で、デザイン思考に関するe-Learningを実施するなどの取り組みを
行い、スキルの習得・定着を目指していきます。

 これらの取り組みを行うことで、次世代の柱となる事業の創出を目指します。
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 最後に、持続的な成長を支えるグループ経営についてご説明いたします。
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 基本方針でもご説明しましたが、事業戦略の実行推進を加速していく
という意味で、グループ経営の取り組みに、「人的資本の価値最大化」を
追加しました。

 人的資本の価値最大化を実現していくことで、エンゲージメント向上ループを
形成し、持続的な成長につながっていく、という考えです。
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 人的資本の価値最大化にむけて、まずは専門性の向上を目指します。

 全社横断の基礎教育に加え、部門ごとの専門教育や職種別選抜研修、
および外部からの人材登用などを実施します。

 特に、これから利益を伴った成長を目指していくITソリューション事業において
は、ITスキルの底上げが重要になります。

 2021年からITパスポートなどの資格の取得などに取り組んでおり、
2023年はDX検定、およびDXビジネス検定の取得をグループ全体で推進し
ていく予定となっています。

 これらの取り組みを通じて、高度IT人材を強化・拡充していきます。

 また、人材戦略の重要性は強く感じており、今後、事業戦略の連動性
および人的資本の内容については、定量的なデータも含め、具体的に
お伝えすることを検討していきます。
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 続いてエンゲージメントの向上に関してご説明いたします。

 2021年からグループ全社員を対象にエンゲージメント調査を実施しています。

 2021年の開始時点で、1,000点満点中678点と比較的高い数値でした
が、2022年はその数値を更に更新しました。
今後、更にエンゲージメントの向上を目指していきます。

 多様性の推進および働きやすい環境の整備については、
女性管理職比率および男性育休取得率の向上に努めていきます。
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 続いて事業投資についてご説明いたします。

 前回の長経期間である2016年からの投資実績と比べ、
今回の中計では飛躍的に投資枠を拡大しました。

 事業戦略でもお伝えしましたが、2025年の目標達成と持続的な成長に向け、
積極的な出資およびM&Aなどの成長投資を進めていきます。
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 成長投資の内訳についてはご覧の通りです。

 成長領域であるITソリューション事業を中心とした事業投資だけではなく、
システム投資、人材投資も積極的に実施していきます。
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 最後に、持続的な成長に向けた当社グループの考え方をご説明いたします。
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 当社グループのサステナビリティ経営に対する考え方は昨年お伝えしたものから
変わっていません。

 「共生」の実現は、サステナビリティ経営そのものであると、考えています。

 「共生」の理念のもと、すべての人類が末永く共に生き、共に働き、
幸せに暮らしていける社会の実現を、全てのステークホルダーの皆さまと、
共に追求していきます。
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 サステナビリティ経営の推進に向けて、事業を通じて社会課題を解決していく
ことに取り組んでいきます。

 キヤノン製品事業にITソリューション事業を組み合わせていくことにより、
解決できる領域を広げ、安心安全な社会の実現、
中小企業の生産性向上による地域活性化などの社会課題の解決に
貢献していきます。



45

 以上が、中期経営計画の進捗ご報告と今後の主な取り組みとなります。
ご清聴ありがとうございました。
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